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１.　説明
２.　フランス民事責任改正草案（2017 年 3 月 13 日）　試訳
３.　フランス民事責任改正草案（2017 年 3 月 13 日）における変更箇所
１.　説明
（1）民事責任改正法草案（2016 年 4月 29 日）から民事責任改正草案
（2017 年 3月 13 日）に至るまでの経過、そして今後
　既に紹介した通り1、フランス司法省は、2016 年 4 月 29 日、民事責任
改正法草案（以下、2016 草案と表記することがある）を公表した。この
草案は、同日よりパブリック・コメントに付され、同年 8 月 31 日に締
め切られた2。フランス司法省作成の資料によれば、100 件・1000 頁を
超える意見が寄せられたという3。このパブリック・コメントを踏まえ
て、フランス司法省民事公印局（Direction des affaires civiles et sceau 
（DACS））によって、2017 年 3 月 13 日、再度公表された草案が、この
2017 年 3 月民事責任改正草案（以下、2017 草案と表記することがある）
である。本稿は、これからの研究のために、その全文を翻訳し、2016 草
案からの変更点を全て示すものである。
　ところで、フランスでは、2017 年 4 月に大統領選挙が実施された。こ









年 2 月 10 日のオルドナンスによって開始された債務法の改正を仕上げる
ことになる、必須の、民事責任法の大改正が可決されると思います。」5。
（2）民事責任改正草案（2017 年 3月 13 日）の概要
　次に、2017 草案の内容について、フランス司法省が公表した資料 6 に基
づき、簡単に紹介したい。
　①　2017 草案は、以下のように構成されている。
　　第 1 部　民法典第 3 巻に関する規定　第 1 条
　　第 2 編　民事責任
　　　第 1 章　冒頭規定（第 1233 条～第 1234 条）
　　　第 2 章　責任の要件
　　　　第 1 節　契約責任と契約外責任の共通規定
　　　　　第 1 款　賠償可能な損害（第 1235 条～第 1238 条）
　　　　　第 2 款　因果関係（第 1239 条～第 1240 条）
　　　　第 2 節　契約外責任に固有の規定
　　　　　第 1 款　契約外責任を引き起こす所為
　　　　　　§1　フォート（第 1241 条～第 1242 条）
　　　　　　§2　物の所為（第 1243 条）
　　　　　　§3　近隣の異常な障碍（第 1244 条）
　　　　　第 2 款　 他人によって引き起こされた被害の帰責（第 1245 条
～第 1249 条）
　　　　第 3 節　契約責任に固有の規定（第 1250 条～第 1252 条）
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　　　第 3 章　責任の免除又は排除の原因
　　　　第 1 節　責任の免除の原因（第 1253 条～第 1256 条）
　　　　第 2 節　責任を排除する原因（第 1257 条～第 1257 条の 1）
　　　第 4 章　責任の効果
　　　　第 1 節　原則（第 1258 条～第 1259 条）
　　　　　第 1 款　現物賠償（第 1260 条）
　　　　　第 2 款　損害賠償金（第 1262 条～第 1264 条）
　　　　　第 3 款　責任負担者の複数の帰結（第 1265 条）
　　　　　第 4 款　違法の停止（第 1266 条）
　　　　　第 5 款　過料（第 1266 条の 1）
　　　　第 2 節　 一定のカテゴリーの被害から生じる損害の賠償について
の特則
　　　　　第 1 款　 人身被害から生じる損害の賠償についての特則（第
1267 条～第 1277 条）
　　　　　第 2 款　 物的被害から生じる損害の賠償についての特則（第
1278 条～第 1279 条）
　　　　　第 3 款　 環境被害から生じる損害の賠償の特則（第 1279 条の
1 ～第 1279 条の 6）
　　　　　第 4 款　 ある金額の支払いの遅滞から生じる損害の賠償の特則
（第 1280 条）
　　　第 5 章　責任に係る条項
　　　　第 1 節　責任を排除又は制限する条項（第 1281 条～第 1283 条）
　　　　第 2 節　違約金条項（第 1284 条）
　　　第 6 章　責任に関する主な特別制度
　　　　第 1 節　原動機付き陸上車両の所為（第 1285 条～第 1288 条）






しやすいものとなっているが、現行民法第 1240 条（旧第 1382 条）の原
則は維持され、被害の完全賠償の原則も肯定されている。物の所為の責
任、他人の所為の責任、近隣の異常な障碍も規定されている（それぞ
れ、第 1243 条、第 1245 条以下、第 1244 条）。特に、他人の所為の責任
については、判例とは異なり、被害の直接の惹起者の責任をもたらす性
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に対する権利を減じることになる（第 1254 条第 2 項）、（b）被害を最
小にする義務は人身被害の被害者には課されない（第 1263 条）、（c）被
害者にとってより有利である合意とは反対に、人身被害の賠償を排除し
















　 ⑦　2017 草案は、交通事故の被害者のためのバダンテール法（loi 
Badinter ＝ 1985 年 7 月 5 日の法律）を拡張し改良するとされる12。
　 　2017 草案は 1985 年 7 月 5 日の法律の諸規定を民法典に編入する（第
6 章第 1 節）。その適用領域は、路面電車（トラムウェイ）と鉄道に拡






（3）民事責任改正法草案（2016 年 4月 29 日）からの主な変更点












ついての製造物についてのみ、削除されただけである（第 1298 条第 1 項
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くされた（第 1266 条）。この他、安全義務の非契約化（第 1233 条及び第
1233 条の 1）、機会の喪失の定義（第 1238 条）、フォートについての責任の










２.　フランス民事責任改正草案（2017 年 3 月 13 日）　試訳
民事責任改正草案　2017 年 3 月
2017 年 3 月 13 日
国璽尚書、司法大臣、ジャン＝ジャック・ウルヴォアスにより提出




Ⅰ．民法典第 3 巻第 3 部は次のように変更される：




3.　第 3 巻第 3 部第 2 編は次のように起草される。
« 第 2 編　民事責任
第 1232 条








































































































































































被害をもたらす所為は、その作出者が刑法典第 122 条の 4 から第 122 条の
7 までに規定された状況のひとつに置かれる場合、責任をもたらさない。





































































































































2．国及びその他一定の公法人の民事賠償の訴えに関する 1959 年 1 月 7 日












1959 年 1 月 7 日のオルドナンス nº 59-76 第 2 条の規定に対する特例とし
て、国に対して適用される。







































第 1279 条の 1
生態環境損害につき責任を負う者はすべて、それを賠償しなければならな
い。
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第 3 項　損害の算定は、必要がある場合、特に環境法典第 1 部第 6 編の適
用範囲において、すでに実施された賠償の方法を考慮する。






































































































































































第 1298 条の 1
製造業者は、被害が人体の一成分若しくはそれに由来する製造物又は公衆
保健衛生法典第 5 巻第 1 部第 2 編第 1 章で示された、人間が用いる健康に
ついてのあらゆる製造物によって引き起こされた場合、第 1298 条の 4°に
規定された免除原因を援用することができない。
第 1299 条
第 1254 条第 2 項の規定は適用されない。






第 1299 条の 2
本節の規定に基づく賠償の訴えは、原告が、被害、欠陥及び製造業者の身
元を知った又は知るべきであった日から 3 年で時効にかかる。








（1）第 1 部　民法典第 3 巻に関する規定　第 1 条
　「第 1 部、民法典第 3 巻に関する規定、第 1 条」という見出しが付け加
えられた。
　「Ⅰ．民法典第 3 巻第 3 部は次のように変更される」という一文が加
えられたこと、廃止される規定の範囲が 1252 条までに変更されたこと
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（2）第 1232 条
　2016 草案では、第 1232 条の直前に「第 1 章　前置規定」との見出しが







　2016 草案で規定されていた第 2 項「ただし、損害が契約の履行に際し
て引き起こされた場合であっても、人身被害（dommage corporel）は契
約外責任の規定に基づいて賠償される。」が削除された。この 2 項の内容
は、2017 草案では、次条の第 1233 条の 1 第 1 項で規定されている。
（5）第 1233 条の 1



















　2016 草案第 1239 条第 1 項での因果関係の「証明」という文言が、因果
関係の「存在」に変更された。
（10）第 1240 条


















（13）第 1242 条の 1
　2017 草案において新設された。
（14）第 1243 条











　第 1 項につき、2016 草案では、「被用者の」という文言が「職務」を修
飾していたが、削除された。また、「被用者に」命令・指示が与えられる
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（25）第 1257 条の 1















　2017 草案第 1262 条第 3 項は新設された。このため 2016 草案第 1262 条












　2016 草案第 1265 条第 1 文が 2017 草案第 1265 条第 1 項とされた。第 2


















（33）第 4 章第 1 節第 4 款　違法の停止
　2016 草案第 4 款は「過料」を規定していたが、2017 草案では第 4 款で
「違法の停止」を規定する。これにより、「過料」の規定は、第 5 款に繰り







（35）第 4 章第 1 節第 5 款　過料
　「過料」の規定は、2016 草案では、第 4 章第 4 款に置かれていたが、
2017 草案では第 5 款に移動している。
（36）第 1266 条の 1
　2016 年草案における第 1266 条が、2017 草案ではいくつかの変更が加え






という文言も加えられた。第 2 項につき、2016 草案では「又は」とされ
ていたところが、2017 草案では「及び」とされた。第 3 項につき、2016
草案では、「過料は 200 万ユーロを超えることはできない。ただし、過料
は実現された利益又は節約の総額の 10 倍に達することができる。」とされ
ていたところ、2017 草案では、実現された利益のみ、その総額の 10 倍を






第 5 項については変更がない。第 6 項は新設された。



















案では外された。また第 1 項につき、再評価までの期間が、2016 草案で
は「定期的に」とされていたところ、「3 年ごとに」に変更された。
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（43）第 1272 条











　第 1 項について、施線部が追加された。第 2 項について、施線部の動詞
が未来形から現在形とされた（ここでは 2016 年試訳における表現から変
更を施さなかった）。
（47）第 1279 条の 1
　新設の規定である。ただし、2016 年 8 月 8 日の法律（Loi n°2016-1087 
du 8 août 2016） 第 4 条によって設けられた現行民法 1246 条と同じ規定で
ある。
（48）第 1279 条の 2
　新設の規定である。ただし、2016 年 8 月 8 日の法律（Loi n°2016-1087 





（49）第 1279 条の 3
　新設の規定である。2016 年 8 月 8 日の法律（Loi n°2016-1087 du 8 
août 2016） 第 4 条によって設けられた現行民法 1248 条と同じ規定であ
る。
（50）第 1279 条の 4
　新設の規定である。2016 年 8 月 8 日の法律（Loi n°2016-1087 du 8 
août 2016） 第 4 条によって設けられた現行民法 1249 条に基づく規定であ




（51）第 1279 条の 5
　新設の規定である。2016 年 8 月 8 日の法律（Loi n°2016-1087 du 8 
août 2016） 第 4 条によって設けられた現行民法 1250 条と同じ規定であ
る。
（52）第 1279 条の 6
　新設の規定である。本条は、2016 年 8 月 8 日の法律（Loi n°2016-1087 
du 8 août 2016） 第 4 条によって導入された現行民法における生態環境損

















（54）第 5 章及び第 5 章第 1 節
　2016 草案では、第 4 章第 3 節「損害の賠償に係る契約」、その第 1 款
「賠償を排除又は制限する契約」とされていたが、2017 草案では、それぞ
れ第 5 章、その第 1 節として繰り上げられ、それぞれ見出しの文言も変更
されている。
（55）第 1281 条


















は削除されている。2016 草案の第 1283 条の第 2 項は、「それら条項を対
抗される当事者が、契約の成立前に、それら条項の内容を知ることができ
なかった場合、それら条項はもはや効力を有さない。」という規定であっ
たが、2017 草案では削除された。他方、2017 草案の第 1282 条では、後段
が追加されている。
（57）第 1283 条
　2016 草案の第 1282 条に規定されていたところが、2017 草案の第 1283
条とされている。ただし、2016 草案の第 1282 条には規定されていた第 2
項「フォートなき責任の制度においては、契約を援用する者が、被害者が
明白に契約を承諾したということを証明する場合にのみ、その契約は効力





（58）第 5 章第 2 節　見出し
　2016 草案では Clauses pénales という見出しであったが、2017 草案で
は、Les clauses pénales として定冠詞が付された（翻訳に変更はない）。
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（59）第 6 章
　本章は、もともと 2016 草案では第 5 章であったが、2017 草案では、「損
害の賠償に係る契約」が第 5 章とされたため、第 6 章となった。
（60）第 1285 条




お 2016 草案に対する試訳では、moteur に「エンジン」という訳語をあて
ていたが、本稿では「原動機」に改める（その他の箇所も同様である）。
（61）第 1286 条




　第 1 項につき、2016 草案では「事故の主な原因であった許しがたい
フォートが問題とならない限り」という限定が付されていたが、2017 草
案では削除された。第 2 項は、上の第 1 項で削除された箇所の内容を、
2017 草案において、新たに項として起こしたものである。第 3 項は 2017

















　第 1 項 4°につき、2016 草案では付されていたクロシェ（ブラケット）
が外された。
（65）第 1298 条の 1
　本条は、2016 草案では、第 1299 条であったが、2017 草案では、第
1298 条の 1 とされた。また、当初付されていたクロシェ（ブラケット）
が削除された。
（66）第 1299 条




（67）第 1299 条の 1
　2016 草案の第 1299 条の 2 の内容が、一部変更の上、再録されている。
「製造業者のフォートがない場合、本節の規定に基づく製造業者の責任は」
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とされていたところが、二重施線部のように変更された。
（68）第 1299 条の 2
　2016 草案の第 1299 条の 3 の内容が、一部変更の上、再録されている。
二重施線部につき、2016 草案では「日から 3 年後に」とされていたが、
「日から 3 年で」に変更された（なお、2016 草案の試訳では「時効消滅す
る」と翻訳していたが、「時効にかかる」に修正した）。
（69）第 1299 条の 3
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